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山形市中央卸売市場における野菜の産地間競合について
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1 は  し め に

山形市中央卸売市場は開設後2年 を経過 したばかりであ
るが,市内青果物卸売市場でのシェアーは,卸売数■ C・ 84

%を占め,市内青果物卸売市場の要となっている。
この市場の統合は,山形市内における青果物卸売市場の

流通圏域を拡大し,統 合前に対 して卸売数量で約20%の 増

加をみている。この増加の大半は県外産野菜によるもので

あり入荷形態も直接入荷で占められている。
このような県外産野菜の増加は,地場産地との統合を激

化させるものとみられるので,開設後 2か 年を経過したば

表 1 年次別 月71・ 県外産野菜の入荷動向

45年～49年 にかけては,11月 ～ 12月 にかけての増加が高

いほか,概ね,45年と同様の割合であった。

しか し,統合後の県外産野菜の入荷動向はさらに, 7月
と9月 ～ 12月 にかけても増加するなど,県 内産野菜の端境

期,最盛期の区 81な く増加する傾向にある。

このように,かつて,県 外産野菜は,冬期間の端境期の

野菜を補う意味で重要であったが,40年 以降,県 内産野菜

との統合的関係を強め,先ず, 5月 ・ 6月 の半促成栽培 ,

11月 ・ 12月 の抑制栽培 との統合から,統合後は, さらに,

露地野菜の大量に出回る7月 ～ 10月 にかけても競合するな

ど,年間 を通 して競合する実態にある。

県外産野菜の入荷動向を品目別にみると,昭和45年～48

年の 5か年間において,県外依存の著しく高まった野菜は,

パレイショ,サ トイモ ゴボウの生物類 と,ナ ス,ニ ラで

あり,次にニンジン, カソフラフー,サヤエンドウ,イ チ

ゴ,フ キであった。統合後は,ニ ラ,ニ ンジン,カ リフラ

フーを除いて,シ ョンギタ,サ ヤイングン,エ ダマメ,ネ
ギ,ハ クサイ, メロン, カポチャに拡大 し, さらに,統 合

前,県 外産割合の減少 していた。パセ リー,キ ィベツも

県外産依存が高まっている (図 1)。 このように,市場の

統合後は,県外産割合の増加する品日は,多 くなり,■方,

県内産割合の高まったのは,ピーマン,キ ュウリ, レタス
,

コマツナの 4品 日であり,又,県外産割合の増加が停滞し

ているのは,ニ ラの 1品 目のみである。

かりであるが,山形市中央卸売市場における県外産野菜と

県内産野菜の競合の実態について検討を行った。

2 年次別・品目別県外産野菜の入荷動向

山形市内青果物卸売市場における野菜の入荷は,昭和40

年当時, 1月 から5月 までの端境期は, もっぱら県外産に

依存し, 6月～ 12月 は,県内産野菜に依存する構造であっ
た (表 1)。 しかし,40年～45年にかけて,県外産割合は

高まり,年計で 16¢ から●¢となった。月別では,県内産

野菜の端境期から最盛期に移る5月  6月 と.最盛期から

端境期に入る12月 の増加が著 しく,ついで,月 が高い。

(単位 :¢ )

注 50年 山形市中央卸売市場年計は4月 ～ 12月 まで

資料 「山形県の流通統計」,山形市中央卸売市場年報,月 報

サ
ｏ

スナ

．

統
合
前
の
県
外
産
割
合
の
増
減
量

（
４３
１
４８
年
）

ノ`レイショ

+25

+15

+10

+5

ゴボウ

ニ ンジン
:カ リ

ミツバ

5
。キ ョ

16カ プ

-15

ンソウ・シイタケ

イ
す

ゴ
ェダ与ち

ヤエンドウ

フ
みζ:  ギヤインタン

トマ ト

ウナ 統合後の県外産
書身

の増減量

.    ・ハクサイ シ

=ン

ギク

ダイコンヵボチャ メロン

力
・―
―
”

コ マ

単位パーセ ント

ホ

-10 -5・~キ
ュウ 1

+15
パセ 1リ ー°
キ ャベツ

図 1 品目別県外産割合の動向
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6 県タト産野菜の産地別入荷動向

本県における県外産野菜の入荷産地は,主要野菜 12品 目

についてみると,一般に,群馬・茨城を中心 とした北関東

地域である。特にゴボウ ネギ・ シ_ンギタは,大部分は

北関東地域である。 しかし,昭和44年 以降の県外産野菜入

荷動向をみると,′ タヽサイ, カリフラフーは,49年にかけ

ては,北関東のシェアーは増加し,入荷産地は限 られてい

たが,50年の統合後は,減少に転 じるとともに,愛知,長

野,兵庫 (ハ タサイ ),千丸 静岡 (カ リフラフー )の 各

県から入荷が増加するなど入荷産地は広範囲になっている。

また,他の野菜については,44年 から49年・50年にかけ

ても北関東のシェアーは低下 したが,49年には,低下した

分は 1～ 2県の限 られた産地によって,カ バーされてきた。

すなわち,イ チゴは宮城県, レタスは青森,ナ ス・ ニラは

高知,サ トイそは千葉,宮崎によってカパーされてきた。

しかし,市場統合後の
"年

になると, レタス,ニ ンシン

は青森,長野 (レ タス ),北海道,青森 宮城,千葉 (ニ

ンジン)と 入荷産地は広範囲になっている。

このように,県外産野菜の入荷産地は,かつて,北関東

プラス,他に,東北 南関東・四国 九州か ら,～ 2県 で

構成されていたが,市場の統合後は,野菜の品目によって

は,北関東プラス東北プラス南関東プラス近畿などのよう

に北関東の他に2県～ 4県 から構成されるようになり, こ

れらの地域は,気象や作型も異なることから,県外産野菜

の競合の実態は複雑になりつつある。

4 月別・県内・県外別野菜の入荷動向

市場統合後,県 内産野菜割合の低下 したもののうち,ゴ
ボウ,サ トイモ,ニ ンシン,′ タヽサイ,ネ ギ.ナ ス,キ ャ

ベツなどは,各 月にわたって低下している。特に,ゴボウ,

サ トイモ,ハ クサイ,ネ ギ,ニ ンジンの減少は著 しく大き

い。競合産地は,ヨヒ関東地域の他に,愛知 (ハ タサイ ),

千葉 (ネ ギ,サ トイモ ),福島 (ネ ギ ),長野 (ハ タサイ ),

岩手 (ハ タサイ ),青森 (ゴボウ,ニ ンシン), 北海道 (ニ

ンジン)の 産地である。そのうち長野～青森,北海道は8

月～ 9月 にかけて競合する産地であり, この時期における

県内産割合の低下は著 しい。

ナスは,本県産野菜の出回 りの最盛期の8月 を中心に
,

7月 ・ 9月  10月 の減少が大きく,主 に1ヒ関東との競合で

ある。キャペツは, '月 ～ 12月 にかけての減少が著しく,

9月 ～ 10月 は,長野・岩手・秋田と統合し,11月～ 12月 は,

千葉 愛知と統合するなど,競合産地は,多様化の傾向に

あるといえる。

シ.ンギタ,カ リフラフーなどは, 6月 ～ 10月 の大半が

県内産野菜で占められるが, 1月 ～5月 と,11月 ～ 12月 の

県内産割合が減少している。競合産地は関東地域であるが
,

5月 .11月 は官城 (ン _ンギク, 5月 ),福島 (シ コンギ

タ,11月 )と 競合している。

これらに対 して, ダイコンは6月 ～9月 に県内産割合が

低下 しているが, 2月 . 5月 に入荷量,県内産割合も増加

する傾向にある。

また, トマト, ピーマン,キ _ウ リ,イ チゴ,ホ ーレン

ソウなどは,端境期以外の5月 ～40月 には,統合後も県内

産割合が低下する傾向はみられず,わずかながら増加する

傾向にある。

これらのことから,主要な野菜類と,ホ ウレンフウなど

は市場統合によっても,端境期を除いては,県内産割合が

低下する傾向は, みられないが,他の土物類,根菜類,葉
茎菜類は,出荷の最盛期においても低下する品 目が多い。

競合産地は,冬期の端境期から最盛期,又は,最盛期から

端境期に移る5月 ,11月 は,官城・福島の産地と競合する。

さらに, 8月～9月 は,長野や,東北の野菜と競合するな

ど,従来の限られた産地から,多様化 し,叉,入荷する時

期も多様化するなどの傾向にある。

5 む  す  び

以上のように山形市中央卸売市場の開設により「端境期

は曖地での野菜,夏秋は地場野菜で」というかつての野菜

の供給構造は変って来ていると,み なければならない。

近年,野菜作経営がみなおされ,野菜を取 り入れる農家

も多い。山形市においては,農家の80`以上は野菜を販売

し,又,農産物販売農家の約50%は野菜販売収入が第 1位

の農家である。これらの野菜作農家のうち,60¢ 以上は個

人でもって中央卸売市場に出荷をしているとみられる。

このように個,1対応を土台とした地場野菜が中央卸売市

場での,規格化された大量取引が,大勢を占めつつあるな

かで,今後とも野菜作の優位を保ちえるためには,産地の

出荷体制は,充分といえず,今後の重要な問題 といえる。


